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令和 4年第 2回定例 

夕張市議会会議録 

令和 4年 6月 9日(水曜日) 

午後 6時 00分開議 

――――――――――――――――――――――― 

◎議事日程 

第 １ 一般質問 

――――――――――――――――――――――― 

◎出席議員（7名） 

    君 島 孝 夫 君 

    大 山 修 二 君 

    本 田 靖 人 君 

    千 葉   勝 君 

    熊 谷 桂 子 君 

    高 間 澄 子 君 

    今 川 和 哉 君 

――――――――――――――――――――――― 

◎欠席議員（1名） 

    小 林 尚 文 君 

――――――――――――――――――――――― 

   午後６時００分 開議 

●議長 大山修二君  これより、令和 4年第 2回

定例夕張市議会第 2日目の会議を開きます。 

――――――――――――――――――――――― 

●議長 大山修二君  本日の出席議員は 7名であ

ります。 

 欠席議員は 1名であります。 

――――――――――――――――――――――― 

●議長 大山修二君  本日の会議録署名議員は、

会議規則第 125条の規定により 

   本田議員 

   千葉議員 

を指名いたします。 

――――――――――――――――――――――― 

●議長 大山修二君  初めに、事務局長から諸般

の報告をいたします。 

●事務局長 佐藤浩一君  報告いたします。 

 初めに、議員の出欠についてでありますが、小林

議員は疾病のため欠席する旨の届出がなされており

ます。 

 次に、本定例市議会に出席を求めた説明員の一覧

につきましては、お手元に配付のプリントのとおり

であります。 

 以上で報告を終わります。 

――――――――――――――――――――――― 

「別紙」 

 市長      厚 谷   司 君 

 教育長     小 林 広 明 君 

 選挙管理委員会委員長 

         柳 沼 伸 幸 君 

 農業委員会会長 後 藤 敏 一 君 

 監査委員    西 田 洋 二 君 

◎市長の委嘱を受けて出席した者の職・氏名 

 副市長     本 間 和 彦 君 

 総務課長    芝 木 誠 二 君 

 地域振興課長  木 村 友 哉 君 

 財政課長    板 垣 克 巳 君 

 税務課長    秋 山 俊 輔 君 

 建設課長    押野見 正 浩 君 

 土本水道課長  阿 部 充 雅 君 

 上下水道担当課長 

         三 浦   護 君 

 市民課長    佐 藤   学 君 

 保健福祉課長  鈴 木 茂 徳 君 

 生活福祉課長兼福祉事務所長 

         平 塚 浩 一 君 

 消防長     石 黒 友 幹 君 

 消防次長    千 葉 恭 久 君 

◎教育委員会教育長の委嘱を受けて出席した者の

職・氏名 

 教育課長    堀   靖 樹 君 

◎選挙管理委員会委員長の委嘱を受けて出席した者

の職・氏名 

 事務局長    芝 木 誠 二 君 

◎農業委員会会長の委嘱を受けて出席した者の職・

氏名 
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 事務局長    中 川 雅 俊 君 

◎監査委員の委嘱を受けて出席した者の職・氏名 

 事務局長    佐 藤 浩 一 君 

◎本議会の書記の職・氏名 

 事務局長    佐 藤 浩 一 君 

 書記      山 下 倫 弘 君 

 書記      相 澤 由 貴 君 

――――――――――――――――――――――― 

●議長 大山修二君  本日の日程は、お手元に配

付しているプリントのとおりであります。 

 それでは、直ちに日程に従って会議を進行いたし

ます。 

――――――――――――――――――――――― 

●議長 大山修二君  日程第 1、これより昨日に

引き続き、一般質問を行います。 

 本日の質問者は、熊谷議員、今川議員であります。 

 それでは、熊谷議員の質問を許します。 

 熊谷議員。 

●熊谷桂子君（登壇）  日本共産党の熊谷桂子で

す。 

 通告に従い、一般質問を行います。 

 今回は、これまでも問題があることは分かってい

ながら、なかなか取り組めてこなかった性的マイノ

リティの方たちの人権の問題として、2 件の質問を

いたします。 

 今回の質問では、教育現場の問題、憲法の問題、

違憲訴訟の問題、世界の状況、国内の先進地域の事

例紹介など、説明を簡略化できない部分もあります

ことを最初に述べておきたいと思います。 

 それでは、本題に入ります。 

 日本の人口全体の 1割近く存在すると思われる多

様な性を持つ方たち、レズビアン、ゲイ、バイセク

シュアル、トランスジェンダー、クエスチョンにさ

らにプラスしてエックスなどを総称して、最近では

ＬＧＢＴＱ＋とか、ＬＧＢＴｓなどと呼ばれていま

すが、2015年から 3年連続で文部科学省がＬＧＢＴ

Ｑの子どもへ配慮を求める通知を全国の小・中・高

校などへ出しました。 

 また、2020年度から小学校の教科書の一部に多様

な性について記載されるなど、義務教育の中での多

様な性の取扱いが変化しつつあると伺っています。 

 そういった多様な性を持つ方たちが安心して暮ら

せる夕張市にするために、学校教育の面、生涯教育

の面、そして市民生活の面から質問をして参ります。 

 まず 1件目に、多様性を尊重した教育について伺

います。 

 ＬＧＢＴＱ＋に代表されるセクシャルマイノリテ

ィの人々の割合については、政府機関などによる公

的な統計データがなく、民間団体や企業などによる

様々な調査結果が報告されていますが、2018年の電

通ダイバーシティ・ラボの調べで、8.9％、11人に 1

人ということは、20人前後のクラスでも一人か二人

は当事者がいるという計算になります。 

 2020年の調査でも、日本の 20歳から 59歳でＬＧ

ＢＴＱ＋層の人は、同じく 8.9％いることが公表さ

れています。 

 ＬＧＢＴＱ＋の当事者の多くは、差別や偏見によ

り、日常生活の様々な場面で傷つき、生きづらさを

感じても、なかなかカミングアウトができなかった

と言います。 

 また、2013年時点の調査では、学校在学中に当事

者の約 7割がいじめや暴力を受けたことがあると回

答しています。 

 また、約半数の人がそのことを誰にも相談してい

ませんでした。 

 また、全国 36自治体の小・中・高・特別支援学校

のおよそ 2万 2,000人の先生方にご協力いただき、

性的指向と性自認の多様性に関するアンケートの結

果では、全体で 75％を上回る先生方がＬＧＢＴなど

について授業で教える必要があると考えている一方

で、実際に授業で取り入れた経験は15％前後でした。 

 しかし、同性愛について冗談や笑いのねたにされ

ることが、子どもたちの中で実際に起こっています。 

 ＬＧＢＴＱの 68％が学齢期にいじめを経験し、ま

たトランスジェンダーの58％が自殺したいという思

いを経験し、そのピークは小学校高学年からの二次
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成長期であると言います。これが深刻ないじめや不

登校、自傷行為などにつながる可能性もあり、児童

生徒の学びの機会をつくることは、非常に重要かつ

喫緊の課題と考えます。 

 そこで、教育長に伺います。教育長は、今年 3月

の第1回定例市議会での教育行政執行方針において、

冒頭に予測困難で変化の激しいＳｏｃｉｅｔｙ5.0

（ソサイエティ 5.0）時代と言われるこれからの社

会で、子どもたちには自分のよさや可能性を認識す

るとともに、あらゆる他者を価値のある存在として

尊重し、多様な人々と協働しながら、豊かな人生を

切り開き、持続可能な社会のつくり手となることが

できるよう育んでいくことが求められていますと述

べられました。 

 これは、多様な性を持つ 8.9％の子どもたちを当

然含めた上で、誰もが幸福に暮らせる、それぞれが

自分のよさや可能性を認識する、そして、あらゆる

他者を価値ある存在として尊重し、多様な人々と協

働していくということがうたわれているものと思い

ます。 

 そこで、1 点目の質問ですが、小・中学校におい

て、性の多様性に関連する悩みの相談がどの程度あ

るのか伺います。 

●議長 大山修二君  小林教育長。 

●教育長 小林広明君  ただいまの熊谷議員の学

校における性の多様性の相談状況についてのご質問

にお答えいたします。 

 小学校、中学校ともに性の多様性について、児童

生徒からの相談はございません。 

●議長 大山修二君  再質問、ありませんか。 

 熊谷議員。 

●熊谷桂子君  スクールカウンセラーが定期的に

学校を回っているというふうにお聞きしているので

すが、スクールカウンセラーの相談も含めてないと

いう状況なのでしょうか。 

●議長 大山修二君  小林教育長。 

●教育長 小林広明君  熊谷議員のただいまの再

質問にお答えいたします。 

 スクールカウンセラーへの相談も含め、性の多様

性についての相談はありません。 

●議長 大山修二君  再質問、ありませんか。 

 熊谷議員。 

●熊谷桂子君  再質問として、ＱＵテスト、それ

からピアサポートについて、教育活動に取り入れて

いると伺っています。このＱＵテストは不登校やい

じめの防止、温かな人間づくり、またピアサポート

は自分を唯一無二の尊い存在と認識する自尊感情の

育成や、他人と親密な人間関係を築くこと、他者や

社会への貢献感を持つことを目的とした互いに幸せ

になるための活動と言われていますが、学校におい

ては、聞く・伝える・共感するというピアサポート

の教育相談スキルを活用することで、児童生徒の自

己有用感とか、自己肯定感を育てる試みがされてい

ると伺っています。 

 こういったテストやサポート教育で救われるお子

さんも多いと思いますが、そもそもこういったこと

を受けられていない可能性がある不登校のお子さん

は、本市においてどの程度いらっしゃるのか伺いま

す。 

●議長 大山修二君  小林教育長。 

●教育長 小林広明君  ただいまの熊谷議員の再

質問にお答えいたします。 

 不登校の児童生徒が本市においてどの程度いるの

かという、人数をお聞きしたご質問かと思いますが、

これは児童生徒一人一人の事情により、何らかの理

由によって登校できないという子どもにつきまして

は、一定程度いるというふうにお答えいたしますが、

そういったような状況で数値についてのお答えは控

えさせていただくことをご理解いただきたいと存じ

ます。 

以上です。 

●議長 大山修二君  再質問、ありませんか。 

 熊谷議員。 

●熊谷桂子君  人数については答弁できないとい

うことですが、一定程度いるというわけですから、

そういった不登校のお子さんにもしっかりした手だ
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てを打っていただくように要望しまして、2 点目の

質問に移ります。 

 子どもたちの中で同性愛について、冗談や笑いの

ねたにされることがこれまでも実際に起こっていま

す。 

 これが深刻ないじめや不登校、自傷行為などにつ

ながる可能性もあり、児童生徒の学びの機会をつく

ることはとても重要かつ喫緊の課題であると考えま

す。 

 そこで、児童生徒への性の多様性について、啓蒙

的な教育をどのようにされているのか伺います。 

●議長 大山修二君  小林教育長。 

●教育長 小林広明君  ただいまの熊谷議員の児

童生徒への性の多様性についての教育についてのご

質問にお答えいたします。 

 学校教育におきまして、性の多様性の指導につき

ましては、中学校において社会科の公民の分野、保

健体育科の保険分野、さらには技術家庭科における

家庭科の分野の教科書にＬＧＢＴについて考える場

を広げるですとか、ＬＧＢＴについて中学生が話し

合うといったようなタイトルで、教材として掲載さ

れており、したがいまして、授業を通した教育活動

が行われております。 

 また、小学校におきましても、ゆうばり小学校で

は保健体育の保健分野の授業の中で、養護教諭が性

の多様性についての授業を行っております。 

 さらに、道徳の授業や特別活動におきましても、

先ほど熊谷議員のご説明にもありましたが、様々な

違いを認め合うという授業が進められており、その

中において、性の多様性についても触れられている

ということで、以上のように、性の多様性の教育活

動は授業を通して行われております。 

以上です。 

●議長 大山修二君  再質問、ありませんか。 

 熊谷議員。 

●熊谷桂子君  ただいま教科書を通して、授業の

中で教育されているということでした。 

 民間では、教科書にない様々な動画教材ですとか、

ワークシートなども用意されておりますので、そう

いったこともぜひ検討していただければというふう

に思います。 

 再質問ですが、多様性を持つ子どもたちに対して、

またスカートの着用に疑問を示す女子生徒も増えて

きていることから、全国的に制服の多様化が進めら

れていますが、市内の中学校や高校の制服は男女別

のワンパターンなのか、それとも選択肢があるのか、

伺います。 

●議長 大山修二君  小林教育長。 

●教育長 小林広明君  ただいまの熊谷議員の再

質問にお答えいたします。 

 夕張中学校におきましては、スカートかスラック

スかを選択できるようになっております。 

●議長 大山修二君  再質問、ありませんか。 

 熊谷議員。 

●熊谷桂子君  教育委員会にも確認したところ、

高校のほうでも選択できるようになっているという

ふうに伺いました。大変よかったというふうに思う

ところです。 

 質問の 3点目に入ります。ＬＧＢＴ等の当事者が

実際に学校でどのような経験をしているのか、当事

者およそ 1万 5,000人を対象にした調査では、6割

が小・中・高のいずれかでいじめ被害の経験があっ

たと答え、その大半がホモやおかま、おとこおんな

といった言葉の暴力に遭っていました。 

 また、およそ 1万 1,000人を対象にした 2019年の

調査でも同様の傾向であり、そのうち 7割は自分が

いじめられていることを知っている人や、目撃して

いた人がいたと答えていますが、かばってもらえた、

助けてもらえたとの答えは僅か 4割弱でした。 

 また、当事者のとりわけ 10代の不登校率や、自傷

行為経験率が他の集団に比較して各段に高いことも

分かっています。 

 ＬＧＢＴなどの子どもたちが、からかいの対象や

異端視、否定、やゆや嫌悪される存在として、学齢

期を過ごすのではなく、ＬＧＢＴなどであることを

多様な在り方の一つと捉えて生活できるような、そ
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ういう環境を整備する必要があるわけですが、その

ためには先生方の理解が欠かせません。 

 そこで質問ですが、多様な性の扱い方について、

教職員への研修はどのようにされているのか伺いま

す。 

●議長 大山修二君  小林教育長。 

●教育長 小林広明君  ただいまの熊谷議員の教

職員への性の多様性研修についてのご質問にお答え

いたします。 

 先ほどのご質問でお答えしたように、学校では教

科書に記載があり、授業で行われているということ

で、既に学校現場での授業実践事例ですとか、研修

報告など、数々の情報データ等がインターネット上

で公開されております。 

 また、公的な研修機関がＬＧＢＴに関する基本的

な知識ですとか、いじめ被害等との関連、ＬＧＢＴ

の児童生徒に対する関わり方を解説するといった研

修動画を配信しております。 

 教員が授業で教えるため、またはそういった性の

多様性の子どもたちに対して対応するため、さらに

それらの生徒を含めた児童生徒理解ですとか、新た

な社会課題に対応するための教員としてのスキルア

ップを図るために、こうした情報を活用した教材研

究ですとか、動画配信の視聴などを通して、積極的

な研修を行っていくことが大切だろうというふうに

考えております。 

●議長 大山修二君  再質問、ありませんか。 

 熊谷議員。 

●熊谷桂子君  学校でも、コロナ禍やＧＩＧＡス

クール構想など、過密な働き方で教育現場も大変な

状況が続いていますが、学校での取組や先生のさり

げない一言が彼らの人生を変えることになります。

ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、4点目の質問に移ります。 

 4 点目に、多様性を尊重した生涯教育について伺

います。 

 ＬＧＢＴＱ＋に該当するのは、子どもたちの中だ

けではなく、保護者や教職員、一般市民を含め、ど

の世界の中にも必ず当事者はいます。 

 さらに、ほかの人との違いを持っているのは、Ｌ

ＧＢＴＱ当事者だけではなく、様々な人がいて、そ

れぞれを大切にしなければならないという当たり前

のことを学校での教育活動とともに、一般市民向け

の生涯学習でも取り上げる必要があると思います。 

 市教育委員会のホームページには、第 7次社会教

育中期計画において、豊かな心を育む多様性を尊重

した生涯学習として、ホームページ上に老若男女、

ＬＧＢＴＱ、障害の有無など、一人一人の違いを尊

重し、それぞれの心の豊かさを大切にした目標、基

本方針云々となっていますが、具体的な計画はどの

ようになっているのか、伺います。 

●議長 大山修二君  小林教育長。 

●教育長 小林広明君  ただいまの熊谷議員の多

様性を尊重した生涯学習についてのご質問にお答え

いたします。 

 障害を持っている方ですとか、ＬＧＢＴＱ、ある

いは老若男女という表現をしていますけれども、子

どもから高齢者まで一人一人の違いを尊重して、配

慮な必要な方々に対しても、個別に対応することが

生涯学習を推進する上で欠かせない基本姿勢である

というふうに考えます。 

 具体的なというお話でしたけれども、例えば、目

の不自由な方や車椅子を使用している方が参加する

場合、しっかりとサポート体制を整えるなど誰でも

参加できるオープンな形を目指さなければいけない、

目指しているというふうに考えているところです。 

 参加した皆さんが今回参加してよかったな、また

参加したいなと思ってもらえるように、可能な限り

の配慮を行いながら、生涯学習の推進に努めて参り

たいというふうに考えております。以上です。 

●議長 大山修二君  再質問、ありませんか。 

 熊谷議員。 

●熊谷桂子君  現在、ＬＧＢＴの講演活動を行っ

ている当事者のシゲさんのお話を紹介します。シゲ

さんは、小・中・高校と誰にも相談できず、同性を

好きになることを社会からやんわりと否定されてい
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るような感覚があり、ずっと自分は変だ、なぜこう

なってしまったのだろうと息苦しさを感じながら、

どう生きていけばいいのか全く分からなかったそう

です。 

 20歳になって、仲のいい女友達に思い切ってカミ

ングアウトしたところ、「びっくりしたけど、シゲ

はシゲで変わらないからいんじゃない」と温かく受

け止めてもらえ、その瞬間、大きな安心と自信が沸

き上がり、気持ちを共有してもらえるということが

こんなにも大きなエネルギーになると気づきました。 

 この経験がなければ、現在のように社会に自分の

性的指向を公表して、講演活動など絶対にしていな

いと思いますと話されています。 

 このお話に出てくる女友達のように、多様な方た

ちを温かく受け止め共生していく社会をつくるため

に、ＬＧＢＴＱがテーマになった映画の上映会や講

演会を開催する、ポスターを掲示する、さらには、

自治体が同性パートナーシップ制度を導入するなど、

全国で大きな波が起きています。 

 夕張市においても、着実に性の多様性についての

理解が進むよう、取組を期待しまして、1件目の質問

を終わります。 

 2 件目の質問に入ります。同性パートナーシップ

制度の導入に向けた取組について伺います。 

 最初に、パートナーシップ制度をめぐる国内外の

動きについて少し説明をしたいと思います。 

 先ほどの質問の中でも述べましたが、ＬＧＢＴＱ

＋の当事者の方たちは当然ですが、子どもたちの中

だけでなく、保護者や教職員、市職員や一般市民を

含め、どの世界の中にも必ず当事者はいます。 

 今年 4月の北海道新聞の調査によれば、同性同士

の結婚を認めるべきだと答えた道民は75％に上りま

した。 

 結婚したい同性カップルは世界中にたくさんいま

す。日本でも著名人を含め、ＬＧＢＴの方が多数い

らっしゃることは周知の事実です。 

 しかし、日本国内では、まだまだ差別の風潮が残

っており、実際の社会生活において日本国内では旧

来からの慣習として、同性カップルを蔑視する風潮

があることも残念ながら事実です。 

 そこで、同性カップルが社会生活で直面する困難

の一例として、例えば、病院での病気の説明は家族

限定だったり、交番に保護されたパートナーを迎え

に行く際には家族を証明する身分証明が必要だった

りと、同性カップルには難しい問題が山積していま

す。 

 しかし、国はいまだに同性婚を認めていません。

国が同性同士の結婚を認めないことについて、憲法

に違反するとして、同性カップルなどが全国各地の

地裁、東京、大阪、名古屋、札幌、福岡の 5地域で

国を訴えている訴訟が続いています。 

 札幌地裁が、昨年 3月 17日に同性カップルのみ結

婚によって得られる法的な効果を享受できないのは、

憲法14条に反する不当な差別だと認めた違憲判決を

下し、画期的な判決だとして注目を集めました。 

 しかし、婚姻の自由を保障する憲法 24条には違反

していないと判断するとともに、国が必要な法整備

を怠る立法不作為があったとまでは言えないとして、

原告の請求は棄却しました。 

 それは、第 24条 1項に次のような記述があるから

です。婚姻は、両性の合意のみに基づいて成立し、

夫婦が同等の権利を有することを基本として、相互

の協力により維持されなければならない。 

 しかし、教育長への質問でも述べましたとおり、

性は男女だけではなく、多様な性があるというのが

実態であり、一部の識者の解釈では、両性というの

は、男女のことではなく、結婚しようとする二人の

性がそれぞれ独立した性という解釈ができるという

ものです。 

 つまりは、女性と女性、男性と男性でも問題ない

のではという解釈もできると主張しているのです。 

 さらに、同性婚を禁止する条項というのは、どこ

にも記載されていないのが現在の憲法です。 

 そして、日本国憲法の第 14条 1項にある、全て国

民は法の下に平等であって、人種、信条、性別、社

会的身分、または門地により、政治的、経済的また
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は社会的関係において差別されない。この条文に照

らして、法の下に平等というこの理念が同性カップ

ルには正しく施行されていない実情が分かることと

思います。 

 たとえ同性カップルであったとしても、法の下に

平等に家族としての制度保証があるべきなのです。 

 そのため、道内に限らず、日本国内でも結婚制度

は変わるべきとの声が高まってきています。 

 しかし、国は現在においても、憲法 24条は同性婚

を想定していないとの立場を国会でも訴訟でも崩し

ておらず、憲法が同性婚を禁止しているかどうかに

ついては沈黙したままです。 

 海外では、同性婚を認める国や地域が増え、昨年

9月の時点で 31の国に上ります。先進 7か国、Ｇ7

では、イギリス、ドイツ、フランス、カナダ、アメ

リカで認められ、イタリアも法的効果のあるパート

ナーシップ制度を設けており、日本は国家単位の性

的少数者をめぐる環境整備において取り残されてい

るのが現状です。 

 そのため、結婚ができない同性カップルは、社会

的承認が得られず、いざというときに家族であると

いう関係性が証明できない状態が続きます。 

 そのために、まだ同性婚を導入していない国や日

本国内でも、こういった同性カップルの窮状に対し

て、住民への行政サービスを直接行う自治体が、同

性カップルを認証するパートナーシップ制度が全国

に広がっています。 

 それは、ＬＧＢＴＱのカップルを婚姻相当と自治

体が認め、証明書を発行する仕組みで、家族向け住

宅への入居や、病院での面会などが可能になるなど、

同性カップルを自治体が認める意義は大きく、承認

されたカップルは公営や市営住宅に入居できたり、

病院で家族として扱われたりするようになりつつあ

ります。 

 また、証明書類の提示で、携帯電話の家族割や勤

務先の福利厚生を受けられる例も増えてきているの

が最近の状況です。 

 今年 4月には、この同性パートナーシップ制度の

ある自治体に住む人口は、全国の総人口の 5割を超

えるまでになりました。 

 また、今年秋頃には、東京都でパートナーシップ

宣誓制度が導入される予定になっており、他の自治

体へのさらなる波及効果も期待されるところです。 

 そこで、市長にお伺いいたします。これまで市の

窓口などで同性パートナーシップ制度に関連した相

談があったのか、伺います。 

●議長 大山修二君  厚谷市長。 

●市長 厚谷 司君  ただいまの熊谷議員の同性

パートナーシップの相談状況に関するご質問にお答

えをいたします。 

 本市におきましては、これまで同性パートナーシ

ップに関する相談を受けたということはございませ

ん。以上でございます。 

●議長 大山修二君  再質問、ありませんか。 

 熊谷議員。 

●熊谷桂子君  今、そういう相談はないというこ

とでしたけれども、議会のほうへは数年前になるか

と思いますけれども、市営住宅に同性パートナーと

ともに入居できるようにしてもらいたいといった、

そういう内容の陳情がありました。もし、市の記録

にないのでしたら、担当窓口職員が重要性に気づか

ずに記録を残していなかったのか、最初から駄目だ

というふうに諦めて市に相談をしなかったのか、ニ

ーズが寄せられなかったということになっていると

いうふうに思われます。 

 また、昨年開催されましたさっぽろレインボープ

ライド 2021のホームページには、夕張市長からのメ

ッセージとともにアンケートへの回答が掲載されて

いました。 

 アンケートの中の 4点目の質問をご紹介します。

今年、札幌地裁にて同性婚が認められていない日本

の現状に違憲判決が下されました。また、各種自治

体が続々とパートナーシップ制度の導入を検討、も

しくは実際に導入しています。このような傾向があ

る中で、パートナーシップ制度を導入するつもりが

あるか否か教えてください。また、パートナーシッ
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プ制度について、市としてどのように考えているか、

ご意見もお聞かせくださいという質問ですが、夕張

市の答えは導入するつもりがない（ニーズが寄せら

れていないため未検討）と掲載されています。 

 先ほどの教育長への質問でも明らかなように、約

8.9％、1割近い方たちが多様な性を持ち、そのこと

がようやく学校の教科書にも掲載されて、教育現場

では多様な性への尊重が重視されるようになりつつ

あります。 

 国レベルでの同性婚に対する論議が遅々として進

まない現在、多様な方たちを温かく受け止め、共生

していく社会をつくる上で、同性カップルを自治体

が認める意義は非常に大きいものと考えます。 

 そこで、2点目の質問ですが、同性パートナーシッ

プ制度の検討について、本市では現在どのような状

況なのか、伺います。 

●議長 大山修二君  厚谷市長。 

●市長 厚谷 司君  熊谷議員の同性パートナー

シップ制度の検討状況に関するご質問にお答えをい

たします。 

 議員のほうでもご覧をいただきましたレインボー

プライドのホームページにも回答していることと同

様でございますけれども、本市におきましては、こ

れまで検討を行った経過はございません。以上でご

ざいます。 

●議長 大山修二君  再質問はありませんか。 

 熊谷議員。 

●熊谷桂子君  ある事例をご紹介したいと思いま

す。東京都世田谷区でパートナーシップ宣誓をした

同性愛者の男性は、家探しで区内の不動産屋にパー

トナーと出向いた際、嫌な顔をせず対応してもらえ

たことがうれしかった。以前、別の区では、男性二

人での入居は断られた。今回は、宣誓書、受領書を

出して入居ができた。制度がある自治体だと、万が

一のときも関係を証明できる安心感があると話され

ています。 

 厚谷市長が掲げる誰もが安心して暮らせる夕張の

ために、ぜひとも早急にこの制度の検討を始めてい

ただきたいと思います。 

 3 点目の質問に移ります。パートナーシップ制度

によって利用可能となる行政サービスが続々と増え

ています。 

 一例を挙げますと、パートナーシップ制度を導入

した地域にもよりますが、パートナーシップ証明書、

個人情報開示請求、罹災証明書、所得課税証明書、

納税証明書、営業許可、公営住宅家賃補助制度、住

居確保補助、空き家活用補助、リフォーム支援、医

療機関、母子健康手帳、不妊治療支援、乳幼児ケア、

福祉相談、保育所等の利用、保育所入所申請教育、

保育給付認定申請及び保育所等入所申込、要介護認

定、家族介護者交流会などなど、まだ地域によって

ばらつきはありますが、日本の人口の半数の地域で

同性カップルであってもこういったサービスを一般

的な市民と同様に受けられる状況になってきていま

す。 

 そこで、3点目の質問ですが、市民に平等に行政サ

ービスを提供する市役所で守るべき人権の問題とし

て、市職員への性の多様性研修について、どのよう

にされているのか伺います。 

●議長 大山修二君  厚谷市長。 

●市長 厚谷 司君  ただいまの熊谷議員の性の

多様性に関する職員研修に関するご質問にお答えを

いたします。 

 まず、大前提でございますけれども、議員からも

今お話がございました、市が執務を行う上におきま

しては、人権擁護というところを念頭に、それぞれ

職員執務を行っているところでございます。 

 その上で、職員研修につきましては、昨年度より

年間の研修計画を定めまして、あらかじめ職員にお

示しをした上で計画的な研修を行っております。 

 研修内容についてご説明をさせていただきますが。

まず 1点目といたしまして、北海道市町村職員研修

センターが実施する、本市職員を派遣するもの、こ

れが 1点、それから、2点目といたしまして、市管

理職が講師となり、庁内で研修会を行うもの、この

2点がございますけれども、まず、市町村職員研修セ
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ンターが用意しておる46の研修メニューにおきまし

ては、性の多様性に類する内容を学ぶ講座がござい

ません。また、庁内で行う職員研修については、セ

クシュアル・ハラスメントに関する説明、これは行

ってございますけれども、性の多様性について研修

を行った実績、これはございませんし、今年度にお

ける実施計画もございません。以上でございます。 

●議長 大山修二君  再質問、ありませんか。 

 熊谷議員。 

●熊谷桂子君  ここで、札幌市のパートナーシッ

プ制度について少しご紹介したいと思います。 

 札幌市のホームページには、市政情報の中に男女

共同参画・性的マイノリティ（ＬＧＢＴ）というペ

ージがあり、またその中に性的マイノリティ（ＬＧ

ＢＴ）に関する取組として、第 1番目に札幌市パー

トナーシップ宣誓制度の項目があります。 

 この説明として、札幌市では、互いの個性や多様

性を認め合い、誰もが生きがいと誇りを持つことが

できるまちの実現を目指し、平成 29年、2017年 6月

1 日より性的マイノリティに係るパートナーシップ

宣誓の制度を開始しました。 

 また、概要として、性的マイノリティの方の気持

ちを受け止める取組として、お二人が互いを人生の

パートナーとして、日常生活において相互に協力し

合うことを約束した関係であることなどを札幌市長

に対して宣誓をする制度です。お二人の宣誓に基づ

き、宣誓書の写しと市長名の宣誓書の受領書を交付

しますとあり、さらに自治体間連携の項目がありま

して、北見市との連携が記載されています。 

 このことから分かるように、札幌市でパートナー

シップ宣言をされた方たちは、北見市に転居しても

同じような行政サービスを受けることができますが、

夕張市のようにまだこの制度を取り入れていない自

治体では、同じようなサービスを受けることができ

ません。ということは、夕張市の企業などに就職を

考えても、せっかくのサービスが受けられないので

あれば、夕張市内に転居は考えられません。 

 さらに、札幌市では、札幌市ＬＧＢＴフレンドリ

ー指標制度という制度も設置されています。これは、

ＬＧＢＴに関する企業での取組を推進することを目

的として、ＬＧＢＴに関する取組を行う市内企業を

募集し、その取組内容に応じて評価を実施し、札幌

ＬＧＢＴフレンドリー企業として登録します。 

 取組の事例として、基本方針に関することでは、

企業の社内規程等にＬＧＢＴへの差別やＬＧＢＴへ

のハラスメントの禁止に関する記述がある。啓発に

関することでは、従業員向けにＬＧＢＴに関する研

修やセミナーを年 1回以上実施している。内部体制

に関することでは、従業員がＬＧＢＴに関する悩み

を打ち明けられる体制がある。福利厚生に関するこ

とでは、同性パートナーへの福利厚生などが認めら

れている。配慮に関することでは、ＬＧＢＴの従業

員、または顧客に配慮し、利用しやすい環境の整備

やサービスがあるなどの項目が挙げられています。 

 学校や行政ではもちろんのこと、一般企業でも多

様な性を温かく受け入れるための指導的な役割を行

政がしっかりと果たしていることが分かります。 

 200 万人に近い人口の大都市札幌と、人口減と財

政再建に悩む 7,000人弱の人口の市職員も不足して

いる夕張市を同列に考えることは難しいかもしれま

せん。しかし、人口の少ないハンディを持つ夕張市

であっても、市内に住む人たちの人権は守らなけれ

ばなりません。 

 今年、6月 1日段階で全国では、213の自治体が、

また道内では札幌、北見、函館、江別が既にこの制

度を導入しており、さらに北海道新聞の報道により

ますと、現在、帯広では原案がまとまり、室蘭では

昨年 9月の市議会で市民理解を深めることが先と消

極的な姿勢を示していた青山市長が、今年の 3月議

会でパートナーシップ制度について導入すべきだと

考えていると述べ、制度設計などを進める考えを示

したと報道されています。 

 今、全国にこのような変化の波が押し寄せ、世界

も日本も社会が変わりつつある今、行政が変わり、

企業や一般市民が差別や偏見の目で見ることなく、

多様な性を温かく受け入れることが求められていま
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す。 

 厚谷市長が昨年の札幌レインボープライド2021に

向けて送られたメッセージには、様々な価値観や考

え方を認め合い、誰もがお互いに尊重し合える豊か

な社会の実現につながりますことをご祈念申し上げ

ますとありましたが、誰もがお互いに尊重し合える

豊かな夕張を実現していくのは、厚谷市長のリーダ

ーシップにかかっています。 

 そこで、4点目の質問ですが、同性パートナーシッ

プ制度、または札幌市のように、同性とは限らず、

性的マイノリティに係るパートナーシップの宣誓制

度について、本市においても導入が必要と考えます

が、市長のご所見を伺います。 

●議長 大山修二君  厚谷市長。 

●市長 厚谷 司君  熊谷議員の同性パートナー

シップ制度導入に関するご質問にお答えいたします。 

 熊谷議員のお話にございましたとおり、同性パー

トナーシップ制度を導入する自治体は、平成 27年の

東京都渋谷区を皮切りに年々増加しているものと認

識をしてございます。 

 一方で、制度を導入する自治体、その中に一部例

外はございますが、人口の多い都市が主体となって

おりまして、また、制度を導入した自治体の数は全

国の自治体総数の 1割強であることもまた事実でご

ざいます。 

 同性パートナーシップ制度の必要性については認

めるところでございますが、今の夕張市の市民ニー

ズでありますとか、道内の他自治体の動向に鑑みま

すと、直ちに制度導入が必要かということについて

は、慎重に考えていく必要があるものと思慮してご

ざいます。以上でございます。 

●議長 大山修二君  再質問、ありませんか。 

 熊谷議員。 

●熊谷桂子君  今の市長のご答弁は、自治体の数

で言えば 1割強だと。そして、大きな町がほとんど

であって、必要性は認めるけれども、慎重にこれか

ら考えていきたいというご答弁だったかと思います。 

 地域によりましては、親子関係を認めるファミリ

ーシップ制度も取り入れられています。安心できる

家庭があれば、養子縁組などをして子育てをしたい

というふうに望まれる方もあります。 

 今年の本市の総合戦略でも誰一人取り残さないと

いうのが理念のＳＤＧｓの視点が取り入れられ、さ

らに誰もが安心して暮らせる夕張を掲げる厚谷市長

が他の先進地域の事例を参考にされて、文字どおり

誰もが安心できる夕張をつくるために、より一層の

奮闘をされますよう期待をいたしまして、質問を終

わります。 

●議長 大山修二君  以上で、熊谷議員の質問を

終わります。 

 次に、今川議員の質問を許します。 

 今川議員。 

●今川和哉君（登壇）  今川和哉です。質問に先

立ちまして、本日は久しぶりの夜間議会が開催でき

たということで、この時間に傍聴にお越しいただい

た皆様にまず感謝申し上げます。 

 夕張市議会が開かれた議会であるためには、昼間

働いている市民の方々も議会を傍聴できる機会を設

け、多くの皆様に市政への理解を深めていただく必

要があります。 

 その一環として、夜間議会を続けていくことの重

要性は大きいと思っておりますが、夜間議会をどの

ように扱うかは、議会改革の課題でもありますので、

今後も取組を継続できるよう、傍聴をはじめ、議会

への積極的な関心をどうぞお願い申し上げます。 

 それでは、あらかじめ通告してありますとおり、

私からは夕張市の選挙における投票率向上の取組に

ついて 2点質問いたします。 

 まず、1 点目の投票者増を図る取組の実施状況に

ついての質問となりますが、本市における 2011年の

市長、市議会議員選挙の投票率は82％でありました。

その後、2015年の無投票を経て、直近の 2019年市

長、市議会議員選挙の投票率は71％となっています。 

 この数値自体は、他市や道内平均と比べると高い

とはいえ、80％を下回るのは近年ではなかったこと

だと言えます。やはり、75％以上や 80％を常に目標



令和 4年 2定 2日目 

 

－26－ 

 

としていくべきではないでしょうか。 

 また、全体としての投票率はこの数値ではありま

すが、仮に年齢や地域により投票率のばらつきがあ

る場合、選挙により幅広い層の有権者の意思を反映

する面で、検証を行いつつ、投票率の低い有権者層

があるのであれば、原因を調査の上、そこを改善し

ていく必要があるものです。 

 そして、2011年から 2019年の間には、18歳以上

にも選挙権が与えられており、これについて投票率

に影響している可能性も無視できないものと考えま

す。 

 そこで、市においては、直近の選挙における投票

結果をどのように分析し、投票率向上を目指して、

行政として具体的にどのような取組を行ってきてい

るのか、夕張市の投票率向上へ向けた取組の現況に

ついて、お伺いいたします。 

●議長 大山修二君  柳沼選挙管理委員会委員長。 

●選挙管理委員会委員長 柳沼伸幸君  今川議員

の投票率の検証と評価、投票率向上に向けた取組に

関するご質問にお答えいたします。 

 まず、投票率の検証と評価についてでありますが、

市長、市議選挙における投票率について、議員ご指

摘のとおり、平成 23年 81.7％、平成 27年無投票、

平成 31年 71.1％と減少しております。 

 一方で、同じ時期に行われた、北海道知事、道議

会議員選挙の直近 3回の夕張市の投票率は、平成 23

年 64.2％、平成 27年 66.2％、平成 31年 73.2％と

むしろ増加しているところであります。 

 同様に、衆議院議員選挙では、平成 26年 62.1％、

平成 29年 67.4％、令和 3年 67.9％とやや増加、さ

らに、参議院議員通常選挙においては、平成 25 年

58.7％、平成 28年 63.7％、令和元年 60.7％と微増

微減でありました。 

 以上のことから、夕張市で行う国政選挙、地方選

挙の投票率が全体として低下傾向にあるとは言いが

たい。立候補者の数など、有権者の注目度によって

も、選挙ごとに投票率は変わりますので、一度、二

度の選挙結果で拙速に判断することはできないと考

えるところであります。 

 次に、投票率向上に向けた取組でありますが、各

種施設内でのポスター掲示や、広報車での街頭宣伝、

ティッシュ配布など各自治体の選挙管理委員会で一

般的に実施している広報活動は当市でも行っている

ほか、平成 28年 6月より選挙権が 18歳以上となる

法改正がなされたことを踏まえ、若年層に対する投

票率向上対策として、選挙制度を平易に解説した小

冊子を作成し、毎年度夕張高校生に配布を行ってい

るところであります。 

●議長 大山修二君  再質問、ありませんか。 

 今川議員。 

●今川和哉君  ご答弁ありがとうございます。検

証方法について再質問なのですが、例えば、どの年

齢層の投票率が低いのかだとか、投票所によって低

い場合は、投票所について、交通弱者への対策が必

要ではないかなどの検証を行おうと思う場合、年齢

別や投票所別の投票率を算出できることが前提とな

るかと思います。 

 こういった年齢や投票所のデータの分析は、シス

テム上可能となっているのか、また、公表が可能な

ものか質問いたします。 

●議長 大山修二君  答弁調整のため、暫時休憩

いたします。 

――――――――――――――――――――――― 

   午後６時５３分 休憩 

   午後６時５４分 再開 

――――――――――――――――――――――― 

●議長 大山修二君  会議を再開いたします。 

 芝木事務局長。 

●選挙管理委員会事務局長 芝木誠二君  今川議

員の再質問にお答えいたします。 

 まず、投票所別の投票率でございますが、行政常

任委員会に選挙管理委員会事務局から報告しておる

ことで、議員ご承知のとおりでございます。これは

オフィシャルの数字となっております。 

 投票所別において、どのばらつきがあるのかにつ

きましては、投票所で大きなばらつきについては確
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認しておりませんが、もし今後そういったものがあ

るようでしたら、対策を取っていきたいと考えてい

ます。 

 一方、年齢別の投票率につきましては、投票所に

おける投票についてシステム処理がされていないた

め、全て紙媒体の突合を人的作業にて行うことから、

算出しておりません。以上です。 

●議長 大山修二君  再質問、ありませんか。 

 今川議員。 

●今川和哉君  では、広報活動について再質問さ

せていただきます。 

 今の話で言うと、年齢別の算出は紙媒体からの掘

り起こしが必要なので難しいというご答弁でしたが、

若い世代の投票率というのは、国政選挙を見ても低

い傾向にあるようです。 

 今は、選挙権も 18歳に引き下げられ、高校生にも

投票権が与えられています。高校生にはパンフレッ

トなどでの啓発を行っているとの答弁もありました

が、これら若い世代の投票率増加を図る取組が、幅

広い層の意見を反映する上で重要かと考えます。 

 そこで、ＳＮＳの活用等を含めた今後の取組や、

来年の選挙に向けた若年層向けの投票促進の考えを

お伺いいたします。 

●議長 大山修二君  芝木選管事務局長。 

●選挙管理委員会事務局長 芝木誠二君  今川議

員の再質問にお答えいたします。 

 まず、ＳＮＳの活用により、投票に関する広報活

動でございますが、投票率の向上のための啓発ツー

ルといたしまして、ツイッターを活用することにつ

いては、簡便かつ有効な方法であると考えておりま

す。 

 夕張市選挙管理委員会においては、ツイッターの

公式アカウントを持っていないことから、夕張市の

公式アカウントにより発信が可能かどうか、所管す

る部署と協議を今後行って参りたいと考えておりま

す。 

 次が、若年層の啓発につきましては、先ほど本質

で答えたとおり、高校生向けの選挙制度について、

分かりやすく説明した資料について、毎年度配布し

ており、今年も配布する予定となっております。以

上です。 

●議長 大山修二君  再質問、ありませんか。 

 今川議員。 

●今川和哉君  答弁にありましたとおり、市の公

式アカウント等で広報が可能であれば、ぜひともそ

れをよろしくお願いいたします。 

 では、続いて 2点目の選挙公報の導入について質

問いたします。 

 現在、夕張市長選挙、夕張市議会選挙については、

選挙公報を発行しておりません。次回選挙はこれを

何とか発行していただきたいということで要望をさ

せていただきます。 

 我々市議会議員の任期も残り 1 年となり、来年

2023年には、市長、市議会議員選挙が予定されてお

ります。選挙活動において、選挙カーによる名前の

連呼では、候補者の経歴や主張、政策の比較ができ

ません。 

 中には、街頭演説にて市民に訴える候補者もいる

とはいえ、この広い夕張市は人口密度という点でも

人が集まる場所で候補者が演説で訴えるというのも

難しく、有権者に広く伝えるには、やはり選挙管理

委員会が発行する選挙公報のような文書による各候

補者の訴え、これを有権者が比較し、投票判断をす

る、こういったことが重要でありますし、民主主義

を担保するためにも、情報提供は自治体の責務であ

ると言えます。 

 こういったことから、夕張市においても選挙公報

の導入をお願い申し上げるところですが、この点に

ついてのお考えをお伺いいたします。 

●議長 大山修二君  柳沼委員長。 

●選挙管理委員会委員長 柳沼伸幸君  今川議員

の選挙公報の導入に関するご質問にお答えいたしま

す。 

 議員ご承知のとおり、公職選挙法第 172条の 2に

より、市町村議会の議員または市町村長の選挙にお

ける選挙公報は条例で定めることにより発行するこ
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とができる規定となっているものであり、夕張市選

挙公報条例第 2条第 1項において、その発行は選挙

ごとに夕張市選挙管理委員会が決定すると規定して

いるものであります。 

 本市においては、平成 19年 4月の市長、市議会議

員選挙より、選挙公報の発行を行ってはおりません。

これは、同年より、本市は全国唯一の財政再建団体

となったことにより、財政再建のため法に抵触しな

いなど、削減可能な経費を全てカットしたことが主

要因として挙げられます。 

 また、職員を財政再建前の半数以下としたことに

より、夕張市選挙管理委員会事務局職員については、

全て市職員との兼務発令となっていることから、選

挙期間中においても、事務局職員は選挙事務のみに

従事することなく、非常にタイトなスケジュールの

中で、二つの職場を掛け持ちしながら業務を行って

おります。 

 このため、市長、市議選挙においては、できる規

定の選挙公報を発行せず、その分、選挙準備から開

票までの事務作業に職員を注力させていることも要

因の一つであります。 

●議長 大山修二君  再質問、ありませんか。 

 今川議員。 

●今川和哉君  答弁において、貴会事務局の職員

が配布することが難しいということでしたが、まず

必要枚数の印刷さえできれば、あとは配布をすると

いうことになるかと思います。 

 他の自治体の例を見ると、新聞折り込みだけとい

う自治体もありますし、実際に職員が配布を行って

いる自治体は 4％程度というデータもあり、それほ

ど多くはないようです。 

 夕張市において、配布ではなく、新聞折り込みの

方法を取るというのは可能かどうか、選挙公報の新

聞折り込みについてお考えをお伺いいたします。 

●議長 大山修二君  芝木選管事務局長。 

●選挙管理委員会事務局長 芝木誠二君  今川議

員の再質問にお答えいたします。 

 選挙公報の新聞折り込みについての検討でござい

ますが、新聞折り込みの検討についても行ったこと

はございますし、また、個別に郵送するという可能

性についても検討をしてはございます。 

 しかしながら、市長、市議選挙というのは、投票

日の 7日前に告示し、そして投票日の 2日前までに

公報が各戸に配布されなければならないという決ま

りになっておりますので、そうしたことから、まず

は告示をしてから、原稿をもらって、校正をして、

それを印刷をかけて、必要な部数それぞれを新聞の

配達に持っていく、もしくは郵送をかけるという作

業もございますので、そういったことを加味しても、

なかなかタイトなスケジュールではなかろうかとい

うふうに考えております。以上です。 

●議長 大山修二君  再質問、ありませんか。 

 今川議員。 

●今川和哉君  答弁いただいたとおり、新聞折り

込み、郵送については検討したが、そもそも 2日前

までに配布をするというのが難しいとのことでした

が、確かにデータを入稿してからそれほど時間はな

いものと思います。 

 公示日より 1日か 2日で印刷が完了する必要があ

るかと思われますが、入稿後、そのくらいの期間に

て必要枚数を印刷するという場合、費用の算出が可

能なのか、そもそも見積り自体が不可能と考えてい

るのかをお伺いいたします。 

●議長 大山修二君  芝木選管事務局長。 

●選挙管理委員会事務局長 芝木誠二君  試算を

したことはございます。具体的には、公報印刷に約

10万円、郵送した場合でございますが、それぞれの

各戸に封筒を詰める作業に大体 8万円、そして郵送

料に 42万円、計 60万円相当が要するものというふ

うな計算をしております。以上です。 

●議長 大山修二君  再質問、ありませんか。 

 今川議員。 

●今川和哉君  郵送の部分に一番お金がかかると

いうことでしたが、他の自治体では、今再質問を行

いました新聞折り込みのほか、町内会やシルバー人

材センターによる配布だとか、郵送や公共施設の設
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置といった手段を取っているようです。 

 夕張市の場合、新聞折り込みと公共施設、郵便局

等の設置に加え、あらかじめ市の広報で新聞を取っ

ていない家庭は郵送先を登録してくださいという掲

載をしておくなどして、あとはデータをホームペー

ジへの掲載を行えば、ある程度の周知は可能ではな

いかと私は考えておりますし、これらの費用をまず

算出して、検討していただくということは可能なの

ではないかと思います。 

 これについては、答弁を求めるものではありませ

んが、ぜひよろしくお願いいたします。 

 また、今後とも選挙管理委員会として、投票率の

向上と有権者への情報提供について、努力していっ

ていただくよう重ねてお願い申し上げ、私の質問を

終わります。 

●議長 大山修二君  以上で、今川議員の質問を

終わります。 

 以上で、通告されました質問は全部終了いたしま

したので、日程第 1、一般質問はこれをもって終結い

たします。 

――――――――――――――――――――――― 

●議長 大山修二君  以上で、本日の日程は全部

終了いたしました。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

――――――――――――――――――――――― 

   午後 ７時０６分 散会  
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